別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名: 全国瞬時警報システム維持管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　知事直轄　危機管理部門　危機管理課　危機管理担当　電話番号：058-272-1111（内2415）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：120千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


   全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ：ジェイ・アラート）の設置機器に不具合が発生した場合に、即座に修理を行い復旧する業務を委託する。
＜全国瞬時警報システムの概要＞

緊急地震速報、各種気象情報、国民保護に関する情報などの緊急情報を人工衛星を用いて送信し、県・市町村に伝達するとともに、市町村の同時通報系防災行政無線を自動起動することにより住民に瞬時に伝達する消防庁が開発したシステム（平成１９年から運用） 
(事業概要)  
・これまでは維持管理費を予算計上していなかったが、平成２２年度のシステムの

高度化に伴い、新たに受信機やＦＷ（ファイアーウォール）を設置し、設置機器が

増えることから、システムの管理をより確実に行う必要がある。

・仮に県のシステムに不具合が発生すると、市町村や住民に伝達される重要情報が県

には伝達されないこととなり、運用上、大きな支障が発生する。このため、機器に

不具合が発生した場合には、システム運用に支障が生じないよう即座に修理を行い復旧する必要がある。

   　 　
	２　所要経費


○維持管理費（120)

・県庁舎及び防災交流センターに設置のシステムに不具合が発生した場合の復旧(平日8:30～17:30対応)（契約期間は４年間）
　　　※H22.12～H23.11までは、機器の保証期間内のため、H23.12～H27.11までの契約。

【委託費：１，４４０千円（債務負担）】

	年度
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	計

	金額
	120
	360
	360
	360
	240
	1,440


	  　これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


 　・県では、県庁舎及び県防災交流センターに平成１９年に受信設備を整備済み。また、

県内市町村では、平成１９年以降、順次、整備を行っており、平成２２年９月末時

点で２１市町が整備済み。
 　　　・国は、平成２１年度第１次補正予算で１１２億円を計上した。本補正予算による交付
金で、平成２２年度に未整備の都道府県や市町村で整備を行うとともに、既に整備済みの都道府県や市町村においてシステムの高度化（状況に応じた音声放送等の実現　等）を行う。
	３　これまでの取組に対する評価


　・平成１９年度以降県及び市町村で本システムを整備し、従来の気象庁等から伝達さ

れる気象情報以外の、緊急情報の即時伝達システムとしていざというときの体制整備に貢献している。

※ただし、幸いにも本システムで緊急に伝達された情報（緊急地震速報、大規模テロ等の緊急対処事態）は本県では事例がない。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	120
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	120

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


